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◆◇◆ トピックス ◆◇◆ 

◇ 「総務大臣・地方六団体会合」に松浦会長が出席 

４月23日開催の総務大臣・地方六団体会合に地方六団体の代表が出席し、本会から松浦

会長が出席した。 

松浦会長からは、平成31年度以降の地方一般財源について、その総額及び地方交付税総

額の確保を要請するとともに、「まち・ひと・しごと創生事業費」の拡充・継続、消費税・

地方消費税率10％への確実な引上げ、「新たな経済政策パッケージ」に関する施策の地方

への十分な協議、公共施設等総合管理計画に基づく取組への財源確保等について要請した。 

（本会HP参照） 

http://www.mayors.or.jp/p_action/2018/04/300424rokudantai-kaigou.php 

[財政部] 

 

◇ 自由民主党「財政再建に関する特命委員会」に財政委員会委員長の神谷・

安城市長が出席し意見陳述 
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４月26日、自由民主党「財政再建に関する特命委員会」が開催され、地方三団体（全国

知事会、全国市長会、全国町村会）からのヒアリングが行われた。 

本会から財政委員会委員長の神谷・安城市長が出席し、都市自治体は既に、人件費や投

資的経費の抑制、民間委託の推進など、徹底した行財政改革に取り組んでいるとしたうえ

で、①地方歳出の大半は、法令や国の制度等に基づくものであり、歳出改革を議論する場

合は、地方に義務付けている法令や制度等の見直しをまず行うこと、②トップランナー方

式等の議論においては、地方の財政力や行政コストの差は、人口規模や高齢化率、経済情

勢、地理的条件などに起因するところもあるので、一律の行政コスト比較には馴染まない

ことに留意すること、③地方の行革努力によって行政コストを下げた分、地方の財源が削

減されることになれば、地方自らが創意工夫を行うインセンティブが阻害され、地方の改

革意欲が損なわれること、④地方の現状等を十分に考慮し、安定的な一般財源総額の確保

とともに消費税・地方消費税率10％への確実な引上げ等を要請した。 

（本会HP参照） 

http://www.mayors.or.jp/p_action/2018/04/300427jimin-tokumei.php 

[財政部] 

◇「合区の早期解消促進大会」を開催 

全国市長会など地方六団体で組織する地方自治確立対策協議会は、参議院議員選挙にお

ける合区の早期解消に向け、４月27日、「合区の早期解消促進大会」を全国の知事、市長、

町村長、都道府県議会、市議会、町村議会の議長など約350名の地方自治関係者の参加を

得て開催した。 

大会では、全国町村会会長の荒木・嘉島町長あいさつの後、本会の岡﨑・高知市長はじ

め地方六団体の代表から発言があり、大会アピールを決定した。 

その後、来賓の各政党代表国会議員からあいさつがあり、最後に本会の松浦会長からま

とめの言葉が述べられた。 

（本会HP参照） 

http://www.mayors.or.jp/p_action/2018/04/300427gouku-taikai.php 

[行政部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 国の会議等の動き ◆◇◆ 

≪４月25日（水）≫ 

 「第６回幼稚園、保育所、認定こども園以外の無償化措置の対象範囲等に関する検討会」

が開催され、関係者からのヒアリングを実施。本会から林・横浜市長が出席。 

[社会文教部] 

=============================================================================== 
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◆◇◆ 市長の選挙 ◆◇◆ 
（選挙日） （ 市 名 ） （ 市 長 名 ） （ふりがな） （ 期 数 ） 

4 月 29 日 静 岡 県 沼 津 市 賴 重 秀 一 よりしげしゅういち 1期（新任４月 29日） 

注）新任の日付は、任期起算日です。 

新任市長名につきましては、字体の変更がある場合もあります。 

 [総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 市長の退任 ◆◇◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 [総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会からのお知らせ ◆◇◆ 

◇ 「全国市長会創立120周年記念・第88回全国市長会議（通常総会）」等に

おけるクールビズの励行について 

 本会は政府の方針に基づき、５月１日から９月30日までの間、クールビズの励行に取り

組むこととしております。 

標記会議をはじめ、関係する会議につきましても、同様の対応を図って参りたいと存じ

ておりますので、市長各位をはじめご出席の方々におかれましては、極力軽装にてご出席

いただきますようご協力をお願い申し上げます。 

なお、10月については、暑い日には室温設定の適正な管理と、各自の判断で軽装を行う

こととしております。 

[総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 行事予定 ５月１日～５月25日（４週間） ◆◇◆ 

（退任日） （ 市 名 ） （ 市 長 名 ） 

4 月 24 日 埼 玉 県 久 喜 市 田 中 暄 二 

4 月 24 日 千 葉 県 東 金 市 志 賀 直 温 

4 月 24 日 栃 木 県 栃 木 市 鈴 木 俊 美 

4 月 24 日 滋賀県近江八幡市 冨 士 谷  英  正 

4 月 24 日 鹿 児 島 県 姶 良 市 笹 山 義 弘 

4 月 26 日 奈 良 県 宇 陀 市 竹 内 幹 郎 

4 月 26 日 佐 賀 県 伊 万 里 市 塚 部 芳 和 

4 月 29 日 京 都 府 南 丹 市 佐 々 木  稔  納 

5 月 1 日 広 島 県 府 中 市 戸 成 義 則 

（月日） （時間） （ 会 議 名 ）  （ 場 所 ） （ 所 管 ） 
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 [企画調整室] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国都市数 平成30年５月１日現在 ◆◇◆ 

＝ 814 都市 ＝ 

政 令 指 定 都 市  20  

中 核 市  54  

施 行 時 特 例 市  31  

一 般 市  686  

特 別 区  23  

[調査広報部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 都市施策検索システム登録件数 平成30年５月１日現在 ◆◇◆ 

■登録件数 1065件 うち公開件数 854件 

▽ 詳細は、以下のとおり ▽ 

【調査テーマ別の施策登録件数】 

  ○ 人口減少対策 1037件  ○ 防災対策 16件  ○ 特色ある独自の教育施策 16件 

【人口規模別の施策登録件数】 

 ○ 5万人未満 243件               ○ 5万人以上10万人未満 234件 

  ○ 10万人以上20万人未満 233件  ○ 20万人以上30万人未満 71件 

  ○ 30万人以上50万人未満 239件  ○ 50万人以上 45件 

  各市の施策のご登録方、お願いいたします。 

  ◆都市施策検索システムWEBサイト：https://www.mayors-sesaku.jp/ 

[調査広報部] 

=============================================================================== 

5 月 9 日 1 4 : 0 0  
石油基地自治体協議会加盟団体災害時相互応援協定 

第７回ブロック幹事・副幹事団体担当者会議 
全国都市会館（第３会議室） 経 済 部 

5 月 9 日 1 4 : 3 0  
石油基地自治体協議会加盟団体災害時相互応援協定 

石油コンビナート災害対策に係る消防庁との意見交換会 
全国都市会館（第３会議室） 経 済 部 

５月 21 日 1 1 : 0 0  平成 30 年度第２回正副会長候補者選考委員会  全国都市会館（第３会議室） 企 画 調 整 室 
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【 発 行 】 

全国市長会 調査広報部 

〒102-8635 東京都千代田区平河町 2-4-2 

TEL:03-3262-2316 FAX:03-3263-5483 

ホームページ：http://www.mayors.or.jp 

内容・記事に関するお問い合わせメール：jacm@mayors.or.jp 

=============================================================================== 

「週報」の情報は全国市長会ＨＰでもご覧いただけます。 

=============================================================================== 


